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Abstract:
This study shows that Corporate Brand image with CSV （Creating Shared Value） 
information influence product evaluations. Several studies have investigated the effect of CSR 
（Corporate Social Responsibility） information, but there are few studies about CSV （Creating 
Shared Value） information. This paper investigates the Role of Corporate Brand in Consumer 
Evaluation of Creating Shared Value Information. The results show that Corporate Brand 
image with CSV （Creating Shared Value） information increases the reliability of the product 
evaluation.
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１．問題意識の背景
ここ10年ほどビジネス社会において、企業
の社会的責任（Corporate Social Responsibility 
略称：CSR）についての熱心な議論が続いてい
る。企業は利潤の追求だけでなく社会に目を向
けた経営をすべきであるという風潮も強まり、
近年従来のCSR的な考え方を一歩進めたCSV
（Creating Shared Value：共通価値の創造）と
いう“本業を通じた社会的責任活動”に注目が
集まりつつある。特にグローバルに活躍する外
資系企業などはCSRよりCSVの考え方に賛同
し、積極的に取り組む企業が多く現れている。
こうした時流は、現代ビジネスをアカデミック
に分析するマーケティング論、ブランド論の第
一人者も認めている。現代マーケティングの第
一人者であるノースウェスタン大学ケロッグ経
営大学院のP.コトラー（Philip Kotler）教授は、
こうした流れをマーケティングの進化の中で生
まれた新しい潮流と捉え、マーケティング3.0
という言葉で表現している1）。コトラーはモノ
売り概念が中心であったマーケティング初期段
階の「製品中心時代」のパラダイムを「マーケ
ティング1.0」。次に顧客満足が目標とされた
「消費者志向」のパラダイムを「マーケティン
グ2.0」。そして「マーケティング3.0」を、ソ
ーシャル・メディアや貧困国市場やグリーン市
場に積極的に取り組んでいくマーケティングの
新パラダイムであるとしたのである。ブランド
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戦略研究の第一人者であるカリフォルニア大学
バークレー校ハース経営大学院のD.Aアーカー
教授（D.A Aaker）（2014）も同様の指摘をし
ている。彼はブランドのもたらす便益を「機能
的便益」「情緒的便益」「自己表現的便益」「社
会的便益」の４つに類型化し紹介している2）。
「機能的便益」とは、ブランドが持つ機能的な
特徴により、また「情緒的便益」とは、ブラン
ドが持つ情緒的な特徴により消費者課題を解決
する便益のことをそれぞれ指している。「自己
表現的便益」とは、消費者がブランドを通じて
自己表現を行うことを指している。これら３つ
の 便 益 は、 ア ー カ ー が1996年 に 出 版 し た
『Building Storng Brand』（邦題：『ブランド優位
の戦略』）の中で初めて語られた概念であり3）、
当初からアーカーが意識していたものである。
そして2014年に世に出された新著『AAKER 
ON BRAND』（邦題：『ブランド論』）の中で
初めて４つ目の便益として「社会的便益」が発
表されたのである。この新しく追加された概念
とは、消費者を社会的集団に帰属させることで
得られるパーソナル・アイデンティティや仲間
意識のことであると説明している。例えばフェ
アトレード商品を購入することで社会に貢献
し、且つ環境保護に意識の高いグループに自分
も所属できたという満足感の供与などがあげら
れるだろう。
以上、紹介してきたように近年話題になって
いる企業の社会的責任という概念であるが、実
際のマーケティング的、ブランディング的な効
果に関して研究成果が乏しいのが実状である。
そこで本研究ではマーケティングとブランディ
ングの枠組みを用いて、企業による社会的責任
活動がどのように購買に結びつくのかを明らか
にすることを目的としている。
２．研究の目的
本研究の目的は、企業による社会的責任活動
がコーポレート・ブランドを通して認識され、
商品購買場面におけるパッケージ表記を確認
し、それが商品評価にプラスの影響を与えると
いう仮説を実証することである。そして本研究
は５つの特徴を有している。１つ目は、これま
で一般的とされてきたCSR（社会的責任活動）
ではなくCSV（共通価値の創造）の効果に注
目したことである。途上国に寄付をしたり、社
員をボランティアに参加させるような本業とは
無関係の社会的責任活動（CSR）ではなく、本
業のビジネスに収益を与えながら社会の役にも
立つ社会的責任活動（CSV）こそが、企業が本
気で長期間取り組める活動になると考えたから
である。２つ目が、CSV活動のゴール指標を
商品評価への影響に設定したことである。従来
のCSRの議論では、活動のゴール指標を企業
イメージのアップに終わらせていた。つまり社
会的責任を果たしたことで企業イメージが上が
れば、それで良しとする考え方である。経済的
利益の追求が企業の命題であれば、やはりマー
ケティング的な効果を期待されて初めてサステ
ィナブル（持続可能）な活動が可能になると判
断したからである。そして３つ目が、実験刺激
物として実際の商品パッケージ画像を用いたこ
とがあげられる。これまでの調査であればアン
ケート用紙上のCSV情報を読み、その後この
商品に対する印象の評価を言葉で確認する手法
が主であった。しかし実際の購買において商品
の評価を下すのは耳から入ってきた音による情
報ではなく、目から入ってきた視覚情報によっ
て行われるのである。今回は実際の商品パッケ
ージ画像を用い、それを眺めてもらい商品の評
価を確認するというリアルな購買場面に近い環
境で実験調査を行っている。４つ目は、CSV
情報を認識する印としてコーポレート・ブラン
ドの役割りに注目した点である。これまでは
CSR情報の告知で企業イメージを上げること
と、商品が売れることは別であると考えている
企業が多かった。前者が長期的なイメージ構築
活動で、後者が短期的な販売促進活動として論
じられてきた。しかし今回は、CSV情報がコ
ーポレート・ブランドの評価を上げ、コーポレ
ート・ブランドが表記された商品パッケージを
見ることでポジティブな製品評価が生まれるこ
とを検証しようとしている。製品評価を上げる
ことが、売れる確率を上げることに繋がるから
である。最後の点は、商品パッケージ上のコー
ポレート・ブランド表記を認識しているかどう
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か、アイトラッキング・カメラを用いて測定し
た点である。質問票にコーポレート・ブランド
を表記したパッケージ画像を提示し、企業の社
会的責任活動に関する文章を読んでもらった後
に回答してもらう方法もある。しかしその際、
本当に画像のコーポレート・ブランドを視認し
たかどうか実際には確認できない。社会的責任
活動の文章を読んだことから心情を動かされ、
その後の回答ではコーポレート・ブランドの存
在を確認せずに回答してしまっている可能性を
排除できないためである。実際に店頭で消費者
が商品の購入を決めるのは僅か数秒であると言
われている。その時の消費者の瞬時の眼球反応
を測定するには、人による観察法では不可能で
ある。B. Eカーン＆L.マッカリスタ （ーBarbara 
E. kahn and Leigh McAlister）（2000）による
と、消費者が売場で特定の棚に近づいてから商
品を自分のカートに入れるまでに、わずか12
秒しかかからないと指摘している。また彼らの
研究によると、買い物直後に声をかけ「今あな
たが買い物カゴに入れた商品はいくらです
か？」と聞いても５人のうち１人（21.1％）は
正確に回答出来なかったとしている4）。これは
高額商品ではない日用品の買物行動はほぼ無意
識の状態で行われていることを表している。そ
こで今回は、消費者が無意識にパッケージ上を
動きまわるコンマ何秒かの間、眼球動向を記録
する手段としてアイトラッキング・カメラを用
いた。これも本研究における大きな試みの１つ
である。
３．先行研究
企業の社会的責任という概念は実は古くから
存在している。1950年代のイギリスではロン
ドン・スモッグが、そして日本ではメチル水銀
が引き起こした水俣病が社会的問題となった。
また1960年に入ると、レイチェル・カーソン
より農薬の危険性を指摘した「沈黙の春」が出
版され、大きな社会的話題となっている。現代
に お い て は“企 業 の 社 会 的 責 任”はCSR
（Corporate Social Responsibility）と言い換え
られ広く社会に浸透している。企業はCSR推
進室を設置し、自社ホームページでは積極的に
CSRレポートなどを発信している。一般的に
広く浸透したかに見えるCSR活動であるが、
2006年にハーバードビジネスレビューに投稿
された１本の論文が新しいパラダイムを生み出
すことになる。このパラダイムを紹介した米ハ
ーバードビジネス大学のマイケル・ポーター教
授（Michael.E.Porter）によると、従来のＣＳ
Ｒ活動は社会的利益の追求だけを目指したもの
であり、企業が永続的に活動し続けるのには困
難が伴うとし、新たにＣＳＶ（Created Shared 
Value：邦訳「共通価値の創造」）という概念
を提唱している5）。この考えは、社会的利益を
追求すると同時に企業が本来目的とする経済的
利益をも同時に追求していくというものであ
り、本業を通じて社会貢献もしていくという考
え方である。ここに日本能率協会が2016年に
行った経営者の意識を探る調査の結果がある6）。
それによると経営者が経営課題として認識して
いる項目の上位３つは「収益性向上44.5%」「人
材の強化39.3%」「売上・シェア拡大33.6%」と
なっており、「CSR・社会的責任の強化」をあ
げた経営者は僅か1.4%であった。これは全評
価項目20のうちの最下位という結果であり、
ポーターの指摘を裏付けるものであった。
一方でネスレやＰ＆Ｇといったグローバル企
業は早くからCSVという考え方に賛同し、自
社ホームページなどでCSVレポートを発行し
ている。両企業は単に寄付をしたり植樹活動を
支援するのではなく、自社ビジネスにメリット
となる社会的責任活動を見極め、積極的に活動
と告知を行い自社にもメリットを生むように動
いている。チョコレート製品を多く扱うネスレ
社は、カカオ農家を支援することで社会に対し
て良いイメージを醸成しながら、チョコレート
原材料の安定確保を図っている7）。また洗剤や
トイレタリーなど水を多く使う商材を販売する
Ｐ＆Ｇ社では、汚れた水を浄化する粉末を開発
し、それを寄付するのではなく原価に近い価格
で販売することで赤字を出さずに「水を大切に
し、途上国に貢献する企業イメージ」を醸成し
ている8）。
マーケティング戦略の視点からJ.ブラウンと
A.ダシン（J.Brown and A.Dacin）（1997）は
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企業に関する連想（Corporate Associations）
が消費者の製品態度（Product Attitude：以下
PA）に影響を与えるとする研究成果を発表し
ている9）。また企業に関する連想を「企業の製
品プロデュース能力に関する連想（Corporate 
Ability：以下CA）」と「企業の社会的責任に
関する連想（Corporate Social Responsibility：
以下CSR）の２つのタイプに分類している。
またG.ベネス、B.Mヴァン、R.Hブルーゲン
（G.Berens ,B.M.van Riel ,H.van Bruggen）
（2005）らは、ブラウンとダシンの論文を参考
にモデル化を試みている10）。
1980年代後半より活発になったブランド論
であるが、当初はビジネス上収益獲得の対象に
なるプロダクト・ブランドへの研究が中心であ
った。しかし1990年に入り、D.Aアーカーや
K.Lケラーらによりコーポレート・ブランドの
研究が進むことで、その重要性が注目されるよ
うになっていった。D.Aアーカー（2004）は
コーポレート・ブランドの役割を①ドライバー
としての役割、②エンドーサーとしての役割、
③主に金融機関に対する象徴的役割の３つに分
けて説明している11）。ドライバーとは購買駆
動要因のことであり、エンドーサーとは製品に
信頼感を与え背後から支える役割のことであ
る。ブランド研究の対象がプロダクト・ブラン
ドからコーポレート・ブランドに映っていった
背景には、企業の生産能力や品質管理能力が上
がりプロダクト・ブランドがコモディティ化し
ていったことがあげられる。恩蔵（2007）に
よればコモディティ化とは「製品やサービスの
差別化が困難になった状況」である12）。様々
なカテゴリーのプロダクト・ブランドがコモデ
ィティ化し、差別性が困難になってきたこと
で、企業はコーポレート・ブランドでの差別性
を試みるようになっていった。コーポレート・
ブランドは企業の生い立ちや創業者のイメー
ジ、社会的イメージなどが反映された企業文化
の上に成り立ちっており、プロダクト・ブラン
ドと比べると差別性が演出しやすいからであ
る。同じ小型スポーツカーでもトヨタとホンダ
ではイメージが異なってくるし、同じ板チョコ
でも森永と明治ではやはり印象が異なるのであ
る。例えばトヨタとスバルが共同開発を行い
2012年に市場投入されたスポーツカーがある。
生産は富士重工業群馬製作所本工場で一本化し
て行われているが、トヨタからは８６（ハチロ
ク）ブランドでスバルからはBRZというブラ
ンドで販売されており、それぞれに別の顧客層
がついている。これは製品は同じだがコーポレ
ート・ブランドの影響によって差別化を演出し
たケースである。またコーポレート・ブランド
を企業の社会的責任の観点から論じている海
野・細田（2011）は「市場が成熟化し、製品
の機能やデザインにそれほど差別性がなくなっ
てきた今日では、個別の商品ブランドよりも企
業ブランドへの信頼性や魅力が重要になってい
ます。信頼性は“企業ブランドにもとづいてス
テークホルダーから得られる支持”といえるで
しょう」と説明している。また企業への信頼性
は専門性、信用度、好感度の３要因に依存して
おり、企業の社会的責任においては特に信用度
と好感度が効くとも指摘している13）。これま
での見てきたように多くの研究者がコーポレー
ト・ブランドの価値として“信頼性”を指摘し
ていることが分かる。
またコーポレート・ブランド研究への批判と
して、Z. G.カンリとR.バトラ（Z. G Canli and 
R. Batra）（2004）は、コーポレート・ブラン
ドの連想に関する研究は長年行われているにも
関わらず、具体的にプロダクト・ブランドにど
のような影響を与えることが出来るかに関して
の研究は進んでいないと指摘している14）。近
年では長崎（2016）が、ネスレ社のCSV活動
認知が消費者の購買意識にポジティブな影響を
与えることをアンケート調査によって明らかに
している。この研究では、ネスレ社のカカオ農
家支援活動の紹介文を読ませ、それによってネ
スレ製品への信頼性、専門性、親近感が増加す
るかどうかを検証している。結果、95.2％の被
験者が同社のカカオ農家支援活動を知らなかっ
たが、活動認知後に信頼性イメージが「強くな
った」と回答した被験者が55.6%、専門性イメ
ージが「強くなった」と回答した被験者が
50.5%、親近感が「強くなった」と回答した被
験者が48.5%に及んだ。（３項目とも「弱くな
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った」と回答した被験者は２％のみ存在した）。
そして具体的なネスレ商品購入意向への影響度
合いでは、カカオを使ったチョコレート製品キ
ットカット・ブランドへの購入意向は53%に達
した15）。この調査により、企業の本業による社
会的責任活動を告知していくことがコーポレー
ト・ブランド価値を押し上げ、且つプロダク
ト・ブランドの購入意向にもポジティブな影響
を与えることが明らかになった。しかし限界と
して紙ベースでのアンケート調査であるため、
実際の売場における消費者の反応とは距離感が
あることは否めない事実であった。そこで今回
は、より現実での購入意思決定に近い形で同様
の調査を行うことが主目的の１つである。
４．調査方法
本調査の目的は、企業が本業に基づく社会的
責任活動（CSV）を行い、それが消費者に理解
されることでコーポレート・ブランドを通じて
商品の「信頼性」にポジティブな影響を与える
ことを検証することである。
（１）実験刺激
実験刺激には、ネスレ社商品７ブランドのパ
ッケージ画像を用意した。今回選定した商品は
あらかじめ３つのグループに分類されている。
第１グループがネスレのカカオ農家への支援活
動というCSV活動（共通価値の創造：本業と
結びついた社会的責任活動）と直結した商品群
であり、スマーティーズ（チョコレート糖衣菓
子）、ココア（粉末カカオ飲料）、キットカット
（チョコレート菓子）を選定した。次のグルー
プがCSR活動（本業とは結びつかない従来の
社会的責任活動）と結びついた商品群から選ん
だブライト（コーヒー用粉末ミルク）、コーヒ
ーメイト（コーヒー用粉末ミルク）の２ブラン
ドである。カカオ農家の支援活動は、ブライト
やコーヒーメイトといった商品とは関連性のな
い商品であるため、これらの商品から見た場合
には本業とは結びつかない社会的責任活動とし
図１　7ブランドの実験刺激（グループと表示要素の関係）
グループ CSV関連商品群
ブランド名 スマーティーズ ココア キットカット
PB表記 ◯ ◯ ◯
CB表記 ◯ ◯ ◯
シズル画像表記 なし ◯ ◯
実験刺激
グループ CSR関連商品群 CSV/CSR非関連商品群
ブランド名 ブライト コーヒーメイト ブイトーニ マギーブイヨン
PB表記 ◯ ◯ ◯ ◯
CB表記 ◯ ◯ なし なし
シズル画像表記 ◯ ◯ ◯ ◯
実験刺激
　※　PB＝プロダクト・ブランド、CB＝コーポレート・ブランド
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て見えるという観点から選別した。そして最後
のグループがCSVともCSRとも結びつかない、
つまり企業のイメージが感じられない商品群か
ら選んだブイトーニ（冷凍ラザニア）、マギー
ブイヨン（固形ブイヨン）の２ブランドであ
る。企業のイメージが感じられないとは、具体
的にはパッケージにコーポレート・ブランドの
表示がない商品群である。またスマーティーズ
の商品シズル画像であるがパッケージの背景全
面に模様のように配置されているため、プロダ
クト・ブランド、コーポレート・ブランド表記
以外の全ての部分が該当してしまっており、被
験者が意図して見つめたのかどうかを判断しに
くいとして設定しなかった。
また実際に店頭で販売されているパッケージ
には、季節的な販売促進を目的としたキャンペ
ーン情報などがイレギュラーに入れられている
場合があった。しかし実験上、このキャンペー
ン情報に被験者の目が行くことはメーカー側の
狙いではあるが、今回の調査には逆にノイズと
なるため、事前に画像処理ソフトを使用して削
除しておいた。よってそれぞれの刺激物パッケ
ージには、消費者が店頭購買時点で商品評価に
影響を与える「プロダクト・ブランド」「コー
ポレート・ブランド」「商品シズル画像」の３
つの要素だけが表記されるように加工したもの
を使用した。よって全てのパッケージはプロダ
クト・ブランド、コーポレート・ブランド、商
品シズル画像の全て（例外：ブイトーニとマギ
ーブイヨンはコーポレート・ブランド表記な
し、スマーティーズは商品シズル画像なし）と
パッケージ上の背景デザインから構成されてい
ることになる。各３要素はPC上でAOI（Area 
of Interest：興味領域、以下AOI）として図形
的に登録され、被験者の眼球がAOI内で停留
する具合をアイトラッキング・カメラで計測し
た。
またネスレ社のカカオ農家支援活動を説明す
るものとして、同社のCSV紹介HPを使用し
た。（平成27年12月29日閲覧）
そこに示された解説文は以下の通りである。
ネスレ カカオプラン
カカオ農家とともに“ネスレ カカオプラン”
を実施
・私たちの目標
　　「ネスレ カカオプラン」を通して、カカ
オ農家の生活とネスレが購入するカカオの
品質を改善すること。
・私たちの視点
　　「ネスレ カカオプラン」は、農家に収益
をもたらす農業の実現、社会的条件の改
善、高品質で持続可能なカカオの調達とい
う３つの柱で構成されています。強い品種
の提供や、農作業の改善について農家に研
修を実施し、長期的な収益性とサステナビ
リティの向上を支援します。」
なお実際の実験刺激では、ネスレ社の引用
HPにも掲載されているカカオ農家自身の画像
も一緒に提示した。
（２）実験調査手順
調査は全ての被験者に対し個別にアイトラッ
キング・カメラと眼球動向の同調設定を行った
上で１人ずつに対して実施した。具体的には最
初にパソコン（Microsoft SurfacePro）が設置
してある机に座ってもらい、画面が見やすいよ
う椅子とモニターの位置を調整してもらった。
次にアイトラッキング・カメラ（Tobii Technology 
Tobii Pro X2-30）のダミー刺激を眼球で追っ
てもらい、カメラが１人１人の被験者の眼球動
向を捉えるよう設定を行った。
本調査に入ると、最初に７つの商品パッケー
ジが各３秒づつ画面に表示され、被験者には自
然な状態で画面を眺めてもらった。７つの実験
刺激パッケージ提示が終わるとネスレ社の
CSV活動解説文章（カカオ農家支援活動）の
説明文が提示され、読み終わった時点でマウス
をクリックするよう伝えた。その後再び７つ商
品パッケージ画像を提示し、「今の文章を読ん
だことで、商品に対する信頼性は変わりました
か？」という質問を各商品に対して行った。回
答は信頼性が「強くなった」から「弱くなっ
た」までの５段階スケールで答えてもらった。
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７つの商品パッケージに全て回答したところで
実験調査は終了である。
（３）被験者
実験調査には都内２つの大学の学生30名に
協力してもらった。但し最終的には、アイトラ
ッキング・カメラがきちんとどちらか片方の眼
球動向を実験時間内で80％以上捉え続けてい
た、25名のデータのみを採用することとした。
今回アイトラッキング・カメラをレンタルした
トビー・テクノロジー株式会社で顧客サポート
を行っている鈴木珠美氏より、左右の視線動向
を別々に調べることを目的にした調査でなけれ
ば、通常右目と左目の反応は高い相関を示すの
で、片目データで80％以上眼球の軌跡をトラ
ッキングできていれば分析データとして十分で
あろうとのアドバイスを受けた。
（４）調査期間
平成27年１月27日から２月15日までの19
日間、被験者の視界に他の刺激物が入らない環
境で行った。具体的には大学の研究室や誰もい
ない教室を活用して実験調査を実施した。実験
時間にはおおよそ一人当たり20分を要した。
５．実験結果の考察
今回の実験結果を見ていくのに２つの段階に
分けて分析を加えていく。最初の段階は、被験
者はパッケージのどこを見ているのかという視
点での分析である。実際には「AOI（ブランド
要素）への認知率」「初回に視線がAOI（ブラ
ンド要素）に到達した時間」「AOI（ブランド
要素）内の総停留回数」という３つの視点から
分析を加えた。
次のステップでは、ネスレ社のカカオ農家支
援活動というCSV情報を理解した後で、商品
に対する「信頼性」評価にポジティブな影響を
与えるか否かという検証を行った。
（１）パッケージ内ブランド要素に対する視認率
ブランド要素に対する視認率とは、事前に設
定した３つのAOI（①プロダクト・ブランド、
②コーポレート・ブランド、③シズル画像）上
で眼球の動きが停留したと判断された被験者数
の割合である。
この結果を見るとプロダクト・ブランドに対
する視認率が最も高いことが分かる。対プロダ
クト・ブランド平均視認率は94.3％、対コーポ
レート・ブランド平均視認率は86.4％、そして
商品シズル画像に対する平均視認率は83.3％と
なっている。一部ブライトの商品シズル画像に
対する視認率が低かったが、それでも８割以上
の被験者が各３要素（①プロダクト・ブラン
ド、②コーポレート・ブランド、③商品シズル
図２　ブランド要素に対する認知率
※　ブイトーニとマギーブイヨンのコーポレート・ブランド、そしてスマーティーズに商品シズル画像は表記なし。
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【図２】ブランド要素に対する認知率 
※	 ブイトーニとマギーブイヨンのコーポレート・ブランド、そしてスマーティーズに商品シズル画像は
表記なし。 
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画像）を注視していたことになる。特にプロダ
クト・ブランドに対してはほぼ全ての被験者が
注視する３要素内で最も重要な要素であること
を示唆している。全７ブランドでプロダクト・
ブランドに対する視認率が最も高く、他２要素
の視認率でこれを超えるものはなかった。プロ
ダクト・ブランドが最も高い視認率を獲得した
がコーポレート・ブランドにも平均して86.4％
もの被験者が注視しており、やはり大半の被験
者にとってコーポレート・ブランドは大切な識
別の記号であることが判明した。
（２ ）ブランド要素への初回視線到達時間
（Time to First Fixation）
実際の購買において、消費者はパッケージを
漫然と眺めるのではなく、数ある類似商品の中
から購入して良いかどうか判断するための情報
を探しながら眺めているのが実情である。実際
の商品には、パッケージ内にあえて目立つよう
にキャッチコピーやキャラクターをデザインし
ているものもある。しかし消費者は目に飛び込
んでくる情報でも自分が望まないモノであれば
スキップし、注視することはない。ここでは、
アイトラッキング・カメラが被験者の眼球動向
を追跡し、最初にパッケージ内のブランド要素
上 で 停 留 す る ま で の 時 間（Time to First 
Fixation）をデータ化した。停留するというこ
とは、被験者が一定箇所から必要な情報を読み
取る為に情報処理を行っていると解釈できるか
らである。このデータを見ることで、人はどの
ような情報を最初に求めるのか、その後どのよ
うな順序でブランド要素を閲覧しているのかを
読み解くことができる。
この結果を見ると、プロダクト・ブランドへ
の到達時間が最も早い傾向にあることが分か
る。消費者が支払いの対価として購入するの
は、中身の商品自体である。もし商品自体が最
も重要であれば、それを象徴した商品シズル画
像に対して最初に停留が起こると思われる。し
かし調査結果は支払いの対価を象徴した「商品
シズル画像」よりも、商品自体を象徴するプロ
ダクト・ブランドの方を先に確認していること
が判明した。そしてまた初回視線到達時間にお
いても、プロダクト・ブランドの次に注視され
るのがコーポレート・ブランドであることが分
かった。実験刺激物パッケージで、３つのブラ
図３　ブランド要素への初回視線到達時間（Time to First Fixation）
※　ブイトーニとマギーブイヨンのコーポレート・ブランド、そしてスマーティーズに商品シズル画像は表記なし。
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【図３】ブランド要素への初回視線到達時間（Time to First Fixation) 
	 ※	 ブイトーニとマギーブイヨンのコーポレート・ブランド、そしてスマーティーズに商品シズル画像
は表記なし。 
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ンド要素全てが表記されているブライト、ココ
ア、コーヒーメイト、キットカットの全ブラン
ドにおいてこの傾向が見られたことになる。
（３ ）ブランド要素に対する総停留回数（Visit 
Count）
この指標は、刺激物パッケージの露出時間内
（今回は３秒）で何回AOI内に視線が停留した
のかをカウントしたものである。一度特定の
AOI内に視線が入った後に域外に視線が移り、
再度同じAOI内に視線が入った場合に認識回
数を２回とカウントしていることになる。
この指標においてもプロダクト・ブランドに
対する停留回数が最多となっている。コーポレ
ート・ブランドより約１回、商品シズル画像よ
り約２回も多く視線が停留している結果となっ
た。また３要素に対する初回視線到達時間の結
果と同様に、３つの要素で構成された４ブラン
ド全てにおいて、コーポレート・ブランドに対
する認識回数が、商品シズル画像に対する認識
回数よりも多かったことも判明した。
（４）商品の信頼性への評価
この評価指標は、被験者がネスレ社のCSV
活動（本業に関わる社会的責任活動）を理解し
た後での商品の信頼性評価への影響を調べるも
のである。今回の実験調査では、最初に事前情
報なしでネスレ社のパッケージ刺激画像を見て
もらい、その時の被験者の眼球動向を記録しな
がら社会的責任活動の文章を読んでもらう。そ
して最後に商品評価の信頼性が変わったかどう
かを回答してもらっている。回答の選択肢は信
頼性が「強くなった」から「弱くなった」まで
の５段階で回答してもらった。前節でのアイト
ラッキング・カメラによる眼球動向調査の結果
から、９割近い被験者がきちんとコーポレー
ト・ブランドを認識し、平均４回視線を停留さ
せている。よってネスレ社のカカオ農家支援活
動を理解し、パッケージ上にネスレのコーポレ
ート・ブランドを認識すれば、CSV関連商品
群（スマーティーズ、ココア、キットカット）
に対する信頼性評価が向上するはずである。こ
れを検証するために、最初に一元配置の分散分
析を行い３つの商品群間に信頼性評価への差が
あるのか確認を行い、次にどの商品群間に差が
図４　ブランド要素への総停留回数（Visit Count）
※　ブイトーニとマギーブイヨンのコーポレート・ブランド、そしてスマーティーズに商品シズル画像は表記なし。
 
CSV情報による商品評価時のコーポレート・ブランドの役割り 
‐	 アイトラッキング・カメラによるアプローチ	 ‐ 
3 
 
 
 
【図４】ブランド要素への総停留回数（Visit Count） 
	 ※	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あるのかを確認するため多重比較の分析を行っ
た。
その結果、３つの商品群の間に差があること
が判明した（p<0.001）。またネスレ社のカカ
オ農家支援活動を理解した後のCSV関連商品
群（スマーティーズ、ココア、キットカット）
とCSV・CSR非関連商品群（ブイトーニ、マ
ギーブイヨン）との間の「信頼性」評価には有
意な差が存在することが明らかになった。CSV
関連商品群に対して信頼性を感じる被験者が明
らかに多かったということである。また同様に
CSV関連商品群（スマーティーズ、ココア、
キットカット）とCSR関連商品群（ブライト、
コーヒーメイト）との間の「信頼性」評価にも
有意な差が見られた。被験者はCSVの関連し
た商品とCSRに関連した商品を明確に識別し、
評価を変えていたことになる。M.ポーター教
授がCSRに代わってCSVの概念を出したのは
サスティナビリティ（持続可能性）の観点から
であった。話題にはなるCSRであるが企業自
体が真剣に取り組まず、活動が持続しないのは
利益に結びつかないからだという観点であっ
た。CSVにすればパッケージ上のコーポレー
ト・ブランドを通じて消費者による商品評価に
繋がり、企業の収益に良い影響を与える可能性
が生まれるのである。今回の実験調査でそのこ
とが実証的に明らかになった。因みにCSR関
連商品群（ブライト、コーヒーメイト）CSV・
CSR非関連商品群（ブイトーニ、マギーブイ
ヨン）との間の「信頼性」評価には有意な差は
見られなかった。つまり社会的責任活動を行っ
ても商品とその活動の結びつきが確認できなけ
れば、その活動を知らないのと同じ評価になっ
てしまうということである。
６．考察
実証研究の結果、９割近い人がパッケージ上
のコーポレート・ブランドを認識し、３秒間の
間に平均４回も視認を行っている事実が明らか
になった。ブランド要素への初回到達時間を見
てもプロダクト・ブランドに次いで２番目に早
いことから、人にとってコーポレート・ブラン
ドは商品シズル画像よりも重要視する要因であ
ることも判明した。そしてCSV情報を想起さ
表１　一元配置分散分析と多重分析の結果
自由度 平方和 平方平均 F値 有意確率
商品群 2 9.17 4.584 9.496 0.000123 ***
誤差 172 83.03 0.483
　*** p<0.001  ** P<0.01  * p<0.05 
　 平均 標準偏差 データ数
CSR関連商品群 2.540000 0.6131218 50
CSV関連商品群 2.146667 0.7295562 75
CSV・CSR非関連商品群 2.660000 0.7174217 50
平均値の差
95%信頼区間
調整済みｐ値
下限 上限
CSV関連商品群─CSR関連
商品群 -0.3933 -0.69301 -0.09366 0.006340 **
CSV・CSR非関連商品群─
CSR関連商品群 0.1200 -0.20828 0.44828 0.663413
CSV・CSR非関連商品群─
CSV関連商品群 0.5133 0.21366 0.81301 0.000231 ***
　*** p<0.001  ** P<0.01  * p<0.05
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せると、商品の信頼性評価を向上させることが
明らかになった。一方で商品に関連しないCSR
情報を想起させても商品への信頼性評価は上昇
しなかった。コーポレート・ブランド表記が無
く、社会的責任情報が伝えられない商品に対す
る評価と変わらなかったのである。そして得ら
れた結果はそれだけではなかった。プロダク
ト・ブランドや商品シズル画像に対する被験者
の認知率、総停留回数そして初回停留までの所
要時間などからも様々な発見があり、実務にお
けるブランド戦略やマーケティング戦略に活か
せる知見を得ることができた。
ブランド戦略として今後意識していくべき
は、コーポレート・ブランドの積極的な訴求活
動である。著者は前職においてパッケージ開発
を行ったりアドバイスを行う業務に長く就いて
いたが、商品開発のスタッフやデザイナーが特
に商品シズル画像に拘り、コーポレート・ブラ
ンドの表記にはあまり関心がない実態を体験し
ている。しかし今回の調査結果から消費者は商
品シズル画像よりもコーポレート・ブランドへ
の関心が高いことが判明した。この事実を念頭
におき、パッケージ上のコーポレート・ブラン
ド表記が小さくなりすぎていないか、周囲のデ
ザインの中に溶け込みすぎていないか等を確認
していくことが必要である。また視認率、停留
回数、停留時間ともに最も高かったプロダク
ト・ブランドの扱いにも注意を促すべきであ
る。商品開発担当者などは長年変化のないパッ
ケージ・デザインを売り上げ低迷の原因と考え
る例も少なくなく、プロダクト・ブランドのロ
ゴデザインを変更したがる傾向にある。プロダ
クト・ブランドはパッケージの名札であり消費
者が最も重要視するシンボルであるため、アイ
キャッチ効果を過度に狙ったデザインよりも、
可読性と記憶性が高いものを根気強く使い続け
るべきである。
一方、マーケティング戦略として意識すべき
こともある。コミュニケーション戦略において
はCSR活動ではなくCSV活動を積極的に伝達す
べきである。そして広告物の中で活動内容とコ
ーポレート・ブランドが強く結びつく様、ブラ
ンド・ロゴを意識的に露出させるべきである。
企業名だけの連呼はあまり意味がない。何故な
ら消費者が商品を購入する際の最後の媒体物は
パッケージであり、そこに表記されているのは
コーポレート・ブランドのロゴだからである。
今回の実験結果から様々な戦略的示唆を得る
ことができたが、限界も複数確認できた。まず
はサンプル数が少なかったこと、そして学生サ
ンプルとしての偏りが指摘される。また実験刺
激物として選定した商品群にも見直すべき点が
あった。例えばスマーティーズという商品であ
るがチョコレート菓子の事例として選定した
が、日本では未発売のため多くの被験者が何の
商品か理解していなかった可能性がある。商品
パッケージに表記された商品シズル画像を見る
とm&m’sのチョコレートのようにも見えるが、
キャンディのようにも見えるのである。今後は
これらの課題も解決しながら、更にこの分野の
研究に取り組んでいきたいと考えている。
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